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はじめに 

 

 

一昨年、昨年と 2年間にわたり新型コロナウイルス感染症の恐怖に脅かされてきま

したが、昨年後半にはワクチン接種も進みました。まだまだ予断を許さない状況の中

で令和 4年の幕開けとなりました。 

そのような折、ロシアのウクライナ侵略に伴う物価高騰で中小企業・小規模事業者

におかれましては、多くの事業者が引き続き厳しい状況に置かれております。 

今回の調査で、経営上の障害についての回答結果は、「光熱費・原材料・仕入品の

高騰」が最も高くなっており 5割以上を占めております。例年「人材不足」が最も高

かったところに、ロシアのウクライナ侵略に伴う世界的な食糧やエネルギーの高騰が

企業活動に悪い影響を与えていることが窺われます。今後、これらの困難な課題に前

向きに対応していくには、個々の自助努力はもちろんのこと中小企業組合等の連携組

織での取組がますます重要となってきます。 

本会では県下の事業所を規模別・業種別に抽出し、その労働事情について調査を実

施いたしました。本来、この調査は毎年都道府県中央会において一斉に実施している

もので、日本経済の幅広い分野を担う中小企業の労働事情の実態を把握し、国等の労

働政策や中央会の労働支援方針策定に資することを目的としています。この調査結果

は､調査方法や調査内容について限られたものであり､実態を把握するには十分では

ありませんが､今後の企業経営や労働環境の改善に少しでもお役に立てば幸いに存じ

ます｡ 

最後に、本調査の実施にあたり、ご多忙中にもかかわらずご協力いただきました関

係組合並びに各調査対象事業所の方々に厚く御礼申し上げますとともに、今後ますま

すのご発展を祈念申し上げます。 

 

 

令和 4年 11月 

  

 

岡山県中小企業団体中央会 

会長 晝田眞三 
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Ⅰ．調査のあらまし 

 

１．調査の目的 

  この調査は中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策の樹立、並

びに時宜を得た中央会労働支援方策の策定に資することを目的とする。 

２．調査実施方法 

  （１）調査方法 郵送調査 

  （２）調査時点 令和 4年 7月 1日～19日 

  （３）調査対象業種の選定（18業種） 

     ①製造業（9業種） 

      ○食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 

○繊維工業 

○木材・木製品、家具・装備品製造業 

○印刷・同関連業 

○窯業・土石製品製造業 

○化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業 

○鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業 

○生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業 

○パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・毛皮、

その他の製造業 

②非製造業（9業種） 

○情報通信業 

（通信業、放送業、情報サービス業、インターネット付随サービス業、映

像・音声・文字情報制作業） 

○運輸業 

○総合工事業 

○職別工事業（設備工事業を除く） 

○設備工事業 

○卸売業 

○小売業 

○対事業所サ－ビス業 

（物品賃貸業、専門サービス業、広告業、技術サービス業、廃棄物処理業、

職業紹介・労働者派遣業、その他の事業サービス業等） 

○対個人サ－ビス業 

  以上 18 業種について、従業員規模 300 人未満の中小企業 1000 事業所（製造業 550    

事業所、非製造業 450事業所）を無作為に抽出し、調査対象とした。 



 - 2 - 

３．調査の概要 

  調査内容の大要は次のとおりである。 

 

  （１）経営に関する事項 

 （２）従業員の労働時間に関する事項 

 （３）従業員の有給休暇に関する事項 

 （４）従業員の採用に関する事項 

 （５）育児・介護休業制度に関する事項 

 （６）人材育成と教育訓練に関する事項 

 （７）原材料費、人件費アップ等に関する事項 

（８）賃金改定に関する事項 

（９）労働組合の有無に関する事項 
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Ⅱ．回答事業所の概要 

 

１．調査回答状況 

 調査票の回答状況は図表 1 のように、全体の回収率は 24.7%、製造業では 24.5％、非

製造業では 24.9%である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２．従業員規模別内訳 

 回答事業所を規模別にみると、図表 2のとおりである。100人未満の事業所が 88.7％、

「100 人～300 人」は 11.3％となっている。業種別にみると、製造業は「30～99 人」が

最も高く、非製造業は「10～29人」が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

３．常用労働者数 

 回答事業所の常用労働者数は図表 3 のとおり全体で、11,430 人（事業所数は 247 社の

ため、1事業所あたり平均常用労働者数 46.3人）で、その男女別比率は男性 71.3％、女

性 28.7％となっている。 
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４．パートタイマーの構成比 

 図表 4 でみると、全労働者に占めるパートタイマーの比率は、全労働者（常用以外を

含む）11,430 人のうち 1,516 人なので、13.3％となっており、パートタイマーの男女比

率は男性 32.5％、女性 67.5％で女性比率が高い。また、昨年令和 3 年度（男性 27.9％、

女性 72.1％）と比較してみると、男性のパートタイマーは増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．派遣労働者の構成比 

 図表 5でみると、全労働者に占める派遣労働者の比率は、全労働者（常用以外を含む）

11,430 人のうち 213 人なので、1.9％となっており、その男女比率は男性 27.7％、女性

72.3％で女性比率が高い。また、昨年令和 3年度（男性 60.5％、女性 39.5％）と比較し

てみると、女性の派遣労働者は増加している。 
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Ⅲ．調査結果の概要 

１．経営について 

（１）経営状況 

 経営状況は図表 6のとおりである。 

全体では、「良い」21.8％（昨年 24.2％）、「変わらない」48.1％（昨年 36.5％）、「悪

い」30.0％（昨年 39.2％）となっており、昨年と比較し「変わらない」と回答した事

業所が増えている。 

 業種別にみると、「良い」と答えた事業所が製造業では 22.4％、非製造業では 21.1％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

経営状況を業種別に分析した結果は図表 7のとおりである。 

「良い」の割合が最も高い業種はサービス業 35.3％、ついで卸・小売業 25.6％とな

っている。また「悪い」の割合が最も高い業種は、運輸業 50.0％、ついで製造業 35.1％、

卸・小売業 30.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

次に、経営状況を規模別にみた場合は図表 8のとおりである。 

「良い」と回答した事業所は、「30～99人」25.3％、「10～29人」23.9％、「100～300

人」21.4％、「1～9人」8.3％となっている。「悪い」と回答した事業所は、「1～9人」

41.7％、「100～300 人」39.3％、「10～29 人」34.1％、「30～99 人」18.7％となってい

る。 
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（２）主要事業の今後の方針 

 図表 9 は、現在行っている主要な事業について今後どのようにするか、の質問に対

する回答の結果である。 

業種別にみると、製造業では「現状維持」61.7％が最も高く、非製造業では「強化

拡大」50.5％が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に主要事業の今後の方針を規模別にみた場合は図表 10のとおりである。 

「1～9人」、「10～29人」、「30～99人」、「100～300人」いずれも、「現状維持」が最

も高く 61.1％、58.0％、52.2％、53.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 7 - 

（３）経営上の障害 

 厳しい経営状況の中で、企業はどのような問題点を抱えているか、経営上の障害は

何か、について 12 の選択肢から 3 項目以内を選んでいただき、その結果は図表 11 の

とおりである。 

 全体では、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」59.3％が最も高く、5 割以上を占めて

いる。 

製造業では、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」74.6％が最も高く、ついで「人材不

足（質の不足）」48.5％、「販売不振・受注の減少」33.6％となっている。 

非製造業では、「人材不足（質の不足）」59.6％が最も高く、ついで「労働力不足（量

の不足）」45.9％、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」40.4％となっている。 
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（４）経営上の強み 

次に、業種別に経営上の強みをみると、図表 12のとおりである。 

全体では、「製品・サービスの独自性」39.6％が最も高く、ついで「技術力・製品開

発力」31.3％、「顧客への納品・サービスの速さ」26.7％となっている。 

製造業では、「製品の品質・精度の高さ」40.2％が最も高く、ついで「製品・サービ

スの独自性」39.4％、「技術力・製品開発力」37.9％となっている。 

非製造業では、「製品・サービスの独自性」39.8％が最も高く、ついで「技術力・製

品開発力」23.1％、「組織の機動力・柔軟性」、「企業・製品のブランド力」共に 22.2％

となっている。 
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２．従業員の労働時間について 

（１）週の所定労働時間 

週の所定労働時間は、図表 13のとおりで、全体でみると「40時間」59.1％、「38時

間超 40時間未満」25.5％、「38時間以下」11.7％と 40時間以下の事業所が全体の 9割

以上を占めている。 

また、「40時間超 44時間以下」3.6％（昨年 4.8％）と、40時間超の事業所は減少し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）残業時間 

月平均の残業時間は図表 14のとおりで、全体でみると「10～20時間未満」30.6％が

最も高くなっている。業種別にみると、製造業では「10時間未満」30.6％が最も高く、

非製造業では「10～20時間未満」33.3％が最も高くなっている。 
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３．従業員の有給休暇について 

（１）年次有給休暇 

 年次有給休暇の平均付与日数および平均取得日数は図表 15、16のとおりである。 

平均付与日数は、全体、製造業、非製造業いずれも、「15～20 日未満」が 64.9％、

67.2％、62.3％と最も高くなっている。 

平均取得日数は、全体、製造業、非製造業いずれも、「5～10日未満」が 45.0％、47.2％、

42.5％と最も高くなっている。 
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４．従業員の採用について 

（１）令和 3年度の従業員の採用計画 

 令和 3年度の従業員の採用計画は図表 17のとおりである。 

「中途採用を行った」62.3％、「新卒採用を行った」45.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新規学卒者の初任給 

 令和 4年 6月支給の新規学卒者の平均初任給は図表 18のとおりである。 

 「高校卒」の「技術系」「事務系」、「専門学校卒」の「事務系」の初任給は全国平均

より岡山県が上回っている。 

図表 19は採用 1人あたりの加重平均を算出して作成した新規学卒者の初任給である。 

 ※加重平均：（各事業所 1 人当たりの平均初任給×採用人数）÷採用人数 
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 新規学卒者の採用充足状況は図表 20のとおりである。 

採用状況を全体の充足率（採用人数÷採用計画人数）でみると、高校卒の「製造業」

が 82.4％と最も低い結果である。 

 学校別でみると、高校卒では、技術系の「製造業」が 77.8％と最も低くなっている。 

 専門学校卒では、技術系の「非製造業」が 88.9％と最も低くなっている。 

 大学卒では、技術系の「製造業」が 88.6％と最も低くなっている。 

短大卒（含高専）の技術系では、いずれも 100.0％となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 21、22は中途採用者の業種別にみた初回支給額を示している。 
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中途採用者の採用充足状況は図表 23のとおりである。 

採用状況を全体の充足率（採用人数÷採用計画人数）でみると、専門学校卒の「製

造業」が 78.9％と最も低い結果である。 

 学校別でみると、高校卒では、技術系の「製造業」が 92.2％と最も低くなっている。 

 専門学校卒では、技術系の「製造業」が 78.9％と最も低くなっている。 

 大学卒では、技術系の「製造業」が 87.5％と最も低くなっている。 

短大卒（含高専）では、いずれも 100.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）中途採用者の年齢層 

 中途採用者の年齢層は図表 24のとおり、全体でみると「25～34歳」48.3％が最も高

く、ついで「35～44歳」42.2％、「45～55歳」32.0％となっている。 

業種別にみると、製造業では「25～34歳」49.4％が最も高く、ついで「35～44歳」

44.4％、「45～55歳」29.6％となっている。 

非製造業では「25～34 歳」47.0％が最も高く、ついで「35～44 歳」39.4％、「45～

55歳」34.8％となっている。 
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また、規模別にみると図表 25のとおりである。 

「1人～9人」では、「35～44歳」50.0％が最も高く、ついで「25歳以下」、「45～55

歳」共に 37.5％となっている。 

「10人～29人」では、「35～44歳」39.7％が最も高く、ついで「25～34歳」、「45～

55歳」共に 31.0％となっている。 

「30人～99人」では、「25～34歳」61.3％が最も高く、ついで「35～44歳」41.9％、

「45～55歳」29.0％となっている。 

「100人～300人」では、「25～34歳」68.4％が最も高く、ついで「35～44歳」47.4％、

「45～55歳」42.1％となっている。 
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５．育児・介護休業制度について 

（１）育児・介護休業を取得した従業員の雇用形態・性別 

育児・介護休業を取得した従業員の雇用形態・性別は図表 26のとおりである。 

育児休業について全体でみると「女性正社員」46.6％が最も高くなっている。 

業種別にみると、製造業、非製造業共に「女性正社員」が最も高く 46.1％、47.2％

となっている。 

介護休業について全体でみると「男性正社員」6.4％が最も高くなっている。 

業種別にみると、製造業では「女性正社員」が最も高く 7.0％、非製造業では「男性

正社員」が最も高く 9.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、規模別にみると図表 27のとおりである。 

育児休業は「1 人～9 人」では「男性正社員」「女性パートタイマー」9.1％、「10 人

～29 人」では「女性正社員」31.8％、「30～99 人」では「女性正社員」68.1％、「100

～300人」では「女性正社員」70.4％が最も高くなっている。 

介護休業は「1 人～9 人」では「女性正社員」3.0％、「10 人～29 人」では「男性正

社員」5.9％、「30～99人」では「男性正社員」8.8％、「100～300人」では「女性正社

員」11.1％が最も高くなっている。 
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（２）育児・介護休業を取得した従業員の代替要員 

 育児・介護休業を取得した従業員の代替要員についてどのように対応したか、7の選

択肢から該当するものを選んでいただき、その結果は図表 28のとおりである。 

全体では、「現在の人員で対応した」64.6％が最も高く、ついで「他の部署の従業員・

役員による代替、兼務」23.6％、「派遣の活用」14.6％となっている。 

製造業では、「現在の人員で対応した」66.3％が最も高く、ついで「他の部署の従業

員・役員による代替、兼務」23.8％、「派遣の活用」、「正規従業員の採用」共に 10.0％

となっている。 

非製造業では、「現在の人員で対応した」62.5％が最も高く、ついで「他の部署の従

業員・役員による代替、兼務」23.4％、「派遣の活用」20.3％となっている。 
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また、規模別にみると図表 29のとおりである。 

「1 人～9 人」では、「現在の人員で対応した」85.7％が最も高く、ついで「パート

タイマー、アルバイトを雇い入れる」14.3％となっている。 

「10 人～29 人」では、「現在の人員で対応した」53.7％が最も高く、ついで「他の

部署の従業員・役員による代替、兼務」26.8％、「正規従業員を採用」12.2％となって

いる。 

「30 人～99 人」では、「現在の人員で対応した」67.6％が最も高く、ついで「他の

部署の従業員・役員による代替、兼務」22.5％、「派遣の活用」18.3％となっている。 

「100 人～300 人」では、「現在の人員で対応した」68.0％が最も高く、ついで「他

の部署の従業員・役員による代替、兼務」28.0％、「派遣の活用」20.0％となっている。 
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（３）出生時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者に対する対応 

 配偶者の出産に伴う出生時育児休業制度（産後パパ育休）についてどのように対応

したか、8 の選択肢から該当するものを選んでいただき、その結果は図表 30 のとおり

である。 

全体では、「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）」、「特に実施して

いない（予定もない）」共に 31.3％が最も高く、ついで「対象者の把握に努めている」

30.0％、「説明会、提示等で社内全体へ制度を周知する（した）」15.0％となっている。 

製造業では、「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）」32.8％が最も

高く、ついで「対象者の把握に努めている」32.0％、「特に実施していない（予定もな

い）」28.8％となっている。 

非製造業では、「特に実施していない（予定もない）」34.3％が最も高く、ついで「就

業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）」29.4％、「対象者の把握に努めて

いる」27.5％となっている。 
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また、規模別にみると図表 31のとおりである。 

「1人～9人」では、「特に実施していない（予定もない）」56.7％が最も高く、つい

で「対象者の把握に努めている」、「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（し

た）」共に 16.7％、「その他」、「対象者に制度の説明と取得勧奨をしている」6.7％とな

っている。 

「10人～29人」では、「特に実施していない（予定もない）」37.2％が最も高く、つ

いで「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）」32.1％、「対象者の把握

に努めている」26.9％となっている。 

「30 人～99 人」では、「対象者の把握に努めている」、「就業規則、労使協定など現

行制度を改正する（した）」共に 34.1％、ついで「説明会、提示等で社内全体へ制度を

周知する（した）」、「特に実施していない（予定もない）」共に 20.9％、「対象者に制度

の説明と取得勧奨をしている」13.2％となっている。 

「100 人～300 人」では、「対象者の把握に努めている」39.3％が最も高く、ついで

「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）」35.7％、「特に実施していな

い（予定もない）」21.4％となっている。 
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６．人材育成と教育訓練について 

（１）人材育成のために従業員に対し行っている教育訓練 

人材育成のために従業員に対し行っている教育訓練について、13 の選択肢から該当

するものを選んでいただき、その結果は図表 32のとおりである。 

全体では、「必要に応じたＯＪＴの実行」68.2％が最も高く、ついで「自社内での研

修会・勉強会の開催」46.9％、「民間の各種セミナー等への派遣」40.4％となっている。 

製造業では、「必要に応じたＯＪＴの実行」70.7％が最も高く、ついで「自社内での

研修会・勉強会の開催」45.1％、「民間の各種セミナー等への派遣」37.6％となってい

る。 

非製造業では、「必要に応じたＯＪＴの実行」65.2％が最も高く、ついで「自社内で

の研修会・勉強会の開催」49.1％、「民間の各種セミナー等への派遣」43.8％となって

いる。 
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また、規模別にみると図表 33のとおりである。 

「1 人～9 人」では、「必要に応じたＯＪＴの実行」42.9％が最も高く、ついで「特

に実施していない」37.1％、「民間の各種セミナー等への派遣」22.9％となっている。 

「10人～29人」では、「必要に応じたＯＪＴの実行」60.7％が最も高く、ついで「自

社内での研修会・勉強会の開催」40.4％、「民間の各種セミナー等への派遣」24.7％と

なっている。 

「30人～99人」では、「必要に応じたＯＪＴの実行」77.4％が最も高く、ついで「自

社内での研修会・勉強会の開催」58.1％、「民間の各種セミナー等への派遣」57.0％と

なっている。 

「100 人～300 人」では、「必要に応じたＯＪＴの実行」92.9％が最も高く、ついで

「自社内での研修会・勉強会の開催」64.3％、「民間の各種セミナー等への派遣」57.1％

となっている。 
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（２）付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容 

 付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容について、9の選択肢か

ら該当するものを選んでいただき、その結果は図表 34のとおりである。 

全体では、「各種資格の取得」60.4％が最も高く、ついで「職階（初任者、中堅社員、

管理職）に応じた知識・技能」59.9％、「新技術開発、新商品開発、研究」15.7％とな

っている。 

製造業では、「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」62.9％が最

も高く、ついで「各種資格の取得」62.1％、「新技術開発、新商品開発、研究」21.6％

となっている。 

非製造業では、「各種資格の取得」58.4％が最も高く、ついで「職階（初任者、中堅

社員、管理職）に応じた知識・技能」56.4％、「経理、財務」、「アプリ開発、システム

開発」共に 9.9％となっている。 
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また、規模別にみると図表 35のとおりである。 

「1 人～9 人」では、「各種資格の取得」52.0％が最も高く、ついで「新技術開発、

新商品開発、研究」20.0％、「その他」、「経理・財務」共に 16.0％となっている。 

「10 人～29 人」では、「各種資格の取得」62.3％が最も高く、ついで「職階（初任

者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」53.2％、「新技術開発、新商品開発、研

究」19.5％となっている。 

「30 人～99 人」では、「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」

77.0％が最も高く、ついで「各種資格の取得」58.6％、「経理・財務」17.2％となって

いる。 

「100人～300人」では、「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」、

「各種資格の取得」共に 67.9％と最も高く、ついで「法律」、「新技術開発、新商品開

発、研究」共に 14.3％、「語学、コミュニケーション能力」10.7％となっている。 
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７．原材料費、人件費アップ等について 

（１）原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況 

原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況について、8の選択肢

から該当するものを 1項目選んでいただき、その結果は図表 36のとおりである。 

全体では、「価格引上げの交渉中」29.8％が最も高く、ついで「価格の引上げ（転嫁）

に成功した」27.8％、「これから価格引上げの交渉を行う」14.3％となっている。 

製造業では、「価格引上げの交渉中」40.6％が最も高く、ついで「価格の引上げ（転

嫁）に成功した」30.8％、「これから価格引上げの交渉を行う」15.0％となっている。 

非製造業では、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」24.1％が最も高く、ついで「対

応未定」18.8％、「価格引上げの交渉中」17.0％となっている。 
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また、規模別にみると図表 37のとおりである。 

「1 人～9 人」では、「価格引上げの交渉中」32.4％が最も高く、ついで「転嫁はし

ていない（価格変動の影響はない）」17.6％、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」14.7％

となっている。 

「10 人～29 人」では、「価格引上げの交渉中」31.1％が最も高く、ついで「価格の

引上げ（転嫁）に成功した」25.6％、「これから価格引上げの交渉を行う」18.9％とな

っている。 

「30 人～99 人」では、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」34.4％が最も高く、つ

いで「価格引上げの交渉中」22.6％、「これから価格引上げの交渉を行う」、「対応未定」

共に 12.9％となっている。 

「100 人～300 人」では、「価格引上げの交渉中」46.4％が最も高く、ついで「価格

の引上げ（転嫁）に成功した」28.6％、「これから価格引上げの交渉を行う」10.7％と

なっている。 
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（２）原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容 

原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容は図表 38のとおりある。 

全体、製造業、非製造業いずれも、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」が最も

高く、80.1％、86.0％、68.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、規模別にみると図表 39のとおりである。 

「1～9人」、「10～29人」、「30～99人」、「100～300人」いずれも、「原材料分の転嫁

を行った（行う予定）」が最も高く、73.7％、81.5％、74.6％、95.8％となっている。 
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（３）一年前と比べた価格転嫁の状況 

一年前と比べた価格転嫁の状況は図表 40のとおりある。 

全体、製造業、非製造業いずれも、「10～30％未満」が最も高く、44.6％、46.2％、

42.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、規模別にみると図表 41のとおりである。 

「1人～9人」では、「10～30％未満」80.0％が最も高く、ついで「10％未満」20.0％、

となっている。 

「10人～29人」では、「10～30％未満」40.9％が最も高く、ついで「10％未満」27.3％、

「70～100%未満」22.7％となっている。 

「30人～99人」では、「10～30％未満」46.7％が最も高く、ついで「10％未満」、「70

～100％未満」共に 20.0％、「50～70％未満」6.7％となっている。 

「100 人～300 人」では、「10％未満」37.5％が最も高く、ついで「10～30％未満」、

「50～70%未満」共に 25.0％、「70～100％未満」12.5％となっている。 
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８．賃金改定について 

（１）定期昇給・ベースアップ実施の有無 

 図表 42のとおり、令和 4年 1月 1日から令和 4年 7月 1日までの間に定期昇給、ベ

ースアップの実施について確認したところ、「引き上げた」が 66.0％（昨年 54.9％）

となった。「7月以降引き上げる予定」とあわせると 79.5％（昨年 63.4％）となり、昨

年に比べ定期昇給・ベースアップをしていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均昇給額・昇給率は、図表 43、44のとおりである。 

令和 4 年 1 月 1 日から令和 4 年 7 月 1 日までの間に定期昇給・ベースアップを実施

した事業所の平均昇給額は、単純平均では 7,111 円（昨年 5,735 円）で 2.79％（昨年

2.27％）となっており、加重平均では 6,761円（昨年 5,263円）で 2.63％（昨年 2.11％）

と昨年に比べ上がっている。 

※単純平均：各事業所 1 人当たりの平均初任給÷事業所数 
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（２）賃金改定の内容 

賃金改定の内容をみると、図表 45のとおりである。 

全体、製造業、非製造業いずれも、「定期昇給」が最も高く 66.3％、62.3％、71.8％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）賃金改定の決定要素 

賃金改定の決定要素は、図表 46のとおりである。 

全体では、「企業の業績」64.0％が最も高く、ついで「労働力の確保・定着」56.1％、

「世間相場」30.2％となっている。 

製造業では、「企業の業績」61.1％が最も高く、ついで「労働力の確保・定着」54.6％、

「世間相場」34.3％となっている。 

非製造業では、「企業の業績」67.9％が最も高く、ついで「労働力の確保・定着」58.0％、

「世間相場」24.7％となっている。 
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９．労働組合の有無について 

 労働組合の有無は図表 47 のとおりである。247 事業所のうち「ある」と回答した事業

所は全体の 6.5％となっている。業種別にみると、製造業では 7.4％、非製造業では 5.4％

となっており、製造業の組織率の方が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、規模別にみると図表 48のとおりで、「100～300人」17.9％、「30～99人」9.7％、

「10～29人」2.2％となっている。 
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